
 

 

 

 

 

◆ “The Economics of the Nuclear Fuel Cycle”, OECD/NEA,1994 

ＭＯＸ燃料  

［／ｋｇ］ 

ウラン燃料 

３倍 ４倍 ５倍 

ウラン鉱石取得 ＄５０９ ＄６５ ＄６５ ＄６５ 

転換 ＄５８ ＄７ ＄７ ＄７ 

濃縮 ＄５５２ － － － 

加工 ＄２７５ ＄８２５ ＄１１００ ＄１３７５ 

合計 ＄１３９４ ＄８９７ ＄１１７２ ＄１４４７ 

(注)  １．ＭＯＸ燃料の倍数は、ウラン燃料の加工費と比較したＭＯＸ燃料の加工費の割合。

ＮＥＡのレポートでは、４倍を標準ケースとし、３倍と５倍で感度分析している。 

 ２．上表のＭＯＸ燃料は、ウラン原料に天然ウランを用いることを前提にしていることから、

ウラン鉱石取得費と転換費が若干発生しているが、ウラン燃料の濃縮工程で分離保

管されている劣化ウランをウラン原料に用いる場合には、基本的にこれらの費用は

発生しない。 

 

２３．２３．２３．２３．    ＭＯＸ燃料とウラン燃料のコストの比較ＭＯＸ燃料とウラン燃料のコストの比較ＭＯＸ燃料とウラン燃料のコストの比較ＭＯＸ燃料とウラン燃料のコストの比較    



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２４．２４．２４．２４．    放射性廃棄物の処分方法放射性廃棄物の処分方法放射性廃棄物の処分方法放射性廃棄物の処分方法    

 

地表 

地層処分 

数百メートル 

より深い地中 

50～100メートル程度 

素掘り処分・管理型処分 

コンクリートピット処分 

一般的な地下利用 

に十分余裕を持った 

深度への処分 

コンクリートピット処分施設の例 

日本原燃（株）低レベル放射性廃棄物埋設センター 

（青森県六ヶ所村） 

科学技術庁原子力局作成 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２５．２５．２５．２５．    放射性廃放射性廃放射性廃放射性廃棄物の種類と処分方法の対応棄物の種類と処分方法の対応棄物の種類と処分方法の対応棄物の種類と処分方法の対応    

素堀り処分 コンクリート 一般的な地下利用に

管理型処分 ピット処分 十分余裕を持った 地層処分

深度への処分

高レベル － － － ○

放射性廃棄物

ＴＲＵ核種を含む － ○ ○ ○

放射性廃棄物

発電所廃棄物 ○ ○ ○ －

（固体廃棄物）

ＲＩ・研究所等 ○ ○ ○ ○

廃棄物

ウラン廃棄物 ＊ 未 定

＊原子力バックエンド対策専門部会で審議中

科学技術庁原子力局作成



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(濃縮度４．５％の核燃料１ｔＵ相当) 

核燃料サイクル開発機構作成 

 

 

２６．２６．２６．２６．    放射能の推移から眺めた高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）の特徴放射能の推移から眺めた高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）の特徴放射能の推移から眺めた高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）の特徴放射能の推移から眺めた高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）の特徴
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108 106 104 102 100

燃料装荷からの時間 [年]燃料装荷までの時間 [年]

 燃料取り出し  燃料取り出し 

発
　
電

 再処理・ガラス固化  再処理・ガラス固化 

転
　
換

使
用
済
燃
料
貯
蔵

燃
料
製
造

ウラン鉱石（品位1％）
（約 750 トン)

ガラス固化体
(約 500 キログラム)

核燃料
(ｳﾗﾝ：1トン)

ウラン原料
（六フッ化ウラン）

(約 10 トン)

 燃料装荷  燃料装荷 

 ウラン採鉱・製錬  ウラン採鉱・製錬 

0

ウラン鉱物として
地質環境に賦存

 濃  縮  濃  縮 

減損ウラン

ミルテーリング

ガ
ラ
ス
固
化
体
貯
蔵

0.01

1

100

1万万万万

100万万万万

1億億億億

100億億億億

核燃料１トン に相当する放射能  [ギガベクレル]

0100 100 1万万万万11100万万万万 100万万万万 1億億億億1億億億億 1万万万万



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科学技術庁原子力局作成 

２７．２７．２７．２７．    高レベル放射性廃棄物の処分方法（地層処分の概念）高レベル放射性廃棄物の処分方法（地層処分の概念）高レベル放射性廃棄物の処分方法（地層処分の概念）高レベル放射性廃棄物の処分方法（地層処分の概念）    

＜処分場の概念＞＜処分場の概念＞＜処分場の概念＞＜処分場の概念＞    

＜処分の概念＞＜処分の概念＞＜処分の概念＞＜処分の概念＞    

高レベル廃棄物の処分では、処分後のいかなる時点に

おいても高レベル廃棄物の影響を受けないようにする

ため、人間とその生活環境から高レベル廃棄物を隔離

して、その後の管理を伴わない方法を用います。これを

隔離型処分といいます。 

地層処分では、地下水を介して人間に影響を及ぼすこ

とのないように、人工バリアと天然バリアを組み合わせ

た多重バリアシステムによって、非常に長い期間の隔

離性能が確保されると考えられます。 

天然バリア 

岩石が放射性物質を吸着することに
よって、核種の移動を遅くします。 

人工バリア 

地下水への放射性物質の溶出を少なくするため、地下水と
の接触を遅らせ、放射性物質が周辺の地層中に移行するこ
とを妨げます。 

ガラス固化体 

放射性物質を安定なガラスとして固めたも
のです。ガラスは、放射性物質が地下水
に溶かし出されるものを抑えます。 

オーバーパック 

ガラス固化体を封入する金属製の容器で
す。この容器は地層の中では腐食しにくい
ので、長い間、地下水がガラス固化体に近
づくのを防ぎます。 

緩 衝 材 

オーバーパックと地層の間にベントナイトと
呼ばれる粘土を充填し、地下水の進入と
放射性物質の移行を制御します。 

地上施設 

主  坑 

地下、数百ｍ以深

処分坑道 

処分区画 

連絡坑道 

規模 ： 1.7×2.9km 

ガラス固化体： 

４万本を数ｍごとに

埋設 

＜埋設の概念＞＜埋設の概念＞＜埋設の概念＞＜埋設の概念＞    

処分坑道 

処分坑道 

天然バリア 

人工バリア 

炭素鋼、チタンなどの

金属製の容器に封入 

（厚さ３０ｃｍ程度） 

地下水を通し難い粘土

を充填（厚さ数ｍ） 

 

 



 

 アメリカ カナダ スウェーデン ドイツ 

処分形態 
使用済燃料及びガラス固化
体の地層処分 

使用済燃料の地層処分 使用済燃料の地層処分 
ガラス固化体及び使用済燃
料の地層処分 

 
実施主体 

    連邦エネルギー省 
       ［ＤＯＥ］ 
 
        連邦政府 

          未定 スウェーデン核燃料廃棄物 
        管理会社 
       ［ＳＫＢ］ 
   電力出資の株式会社 

    連邦放射線防護庁 
       ［ＢｆＳ］ 
 
        連邦政府 

研究主体            〃  カナダ原子力公社[AECL]            〃            〃 

資金負担 
発電事業者が高レベル廃棄
物基金(NWF)に払込 

発電事業者が引当金として
内部留保 

発電事業者が納付金を国債
局の基金に納付 

発電事業者が引当金として
内部留保し、BfS に対し分担
金を負担 

地下研究施設 
   [所在地] 

 ﾕｯｶﾏｳﾝﾃﾝ探査・地下研究
施設(EFS) 
 [ﾕｯｶﾏｳﾝﾃﾝ処分場候補ｻｲﾄ] 

   ﾎﾜｲﾄｼｪﾙ地下研究所 
         (URL) 
       [ﾎﾜｲﾄｼｪﾙ] 

     ﾊｰﾄﾞﾛｯｸ研究所 
         (HRL) 
       [ｵｽｶｰｽﾊﾑ] 

    ｺﾞｱﾚｰﾍﾞﾝ探査施設 
 
   [ｺﾞｱﾚｰﾍﾞﾝ処分場候補ｻｲﾄ] 

手  順 

1985 DOE ﾐｯｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ 
   (処分場開発計画) 
1987 ﾕｯｶﾏｳﾝﾃﾝを処分場候補地に選定 
1988 ｻｲﾄ特性調査計画 
1991 地表からのｻｲﾄ特性調査開始 
1993 探査研究施設の建設開始 
1998 ﾕｯｶﾏｳﾝﾃﾝ処分ｻｲﾄの実現可能性 
     評価書の公表 
1999 環境影響声明書ドﾗﾌﾄ版の公表 
2000 環境影響声明書 終版作成 
2001 DOE による大統領への処分ｻｲﾄ勧告 
2002 DOE によるNRC への許認可申請 

1981 核燃料廃棄物管理ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 
1994 環境影響評価報告書(EIS) 
1994 環境評価ﾚﾋﾞｭｰﾊﾟﾈﾙの評価 
 -96 
1996 処分概念について公聴会 
 -97 
1998 評価パﾈﾙが処分概念について技術的な安全性は

示されているが､十分な社会的理解が得られていな
いとの答申を公表 

      政府が評価パﾈﾙの答申に対する回答を公表
(廃棄物の長期的管理に係る活動の管理･調整を行
う廃棄物管理機関の設立､機関の活動のための基金
の創設) 

1983 安全評価書(KBS-3) 
1986 研究開発計画公表(R&D-86) 
     (3 年毎に改訂､SKI がﾚﾋﾞｭｰ) 
1989 R&D-89 計画公表 
1990 HRL 建設開始 
1992 安全評価書(SKB 91) 
     SKB 研究開発実証計画公表 
     (RD&D-92) 
1993 予備的ｻｲﾄ特性調査開始 
1995 SKB,RD&D-95 計画公表 
1998 SKB,RD&D-98 計画公表 
2001 処分ｻｲﾄ候補地2 ｶ所を選定 
2003 処分地を選定 

1979 ｺﾞｱﾚｰﾍﾞﾝ 終処分ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ 
   ﾄﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ開始 
1984 安全研究報告書(PSE) 
1988 性能評価書(CEC PAGIS) 
1997 立坑掘削終了 
2003 地下調査終了 
2008 計画確定手続き終了 

埋設開始予定 2010 年 未定 
2012 年(実証処分) 
2020 年頃(全面運転開始) 

2012 年 

 
 フィンランド スイス フランス 日 本 

処分の形態 使用済燃料の地層処分 
ガラス固化体及び使用済燃
料の地層処分 

未定   地層処分､分離変換技術､長期貯蔵の
3 分野を研究開発中 

ガラス固化体の地層処分 

実施主体       ポシヴァ社 
 
 
 
       民間会社 

   スイス放射性廃棄物 
      管理協同組合 
     ［ＮＡＧＲＡ］ 
   (処分場の実際の建設･運転を除く) 
連邦政府､電力会社等の共同出資の協同組合  

   フランス放射性廃棄物 
         管理機関 
      ［ＡＮＤＲＡ］ 
 
         公的機関 

          未定 
 現在、実施主体の在り方 
 について検討中。2000 年 
 目途に設立予定。    

研究主体           〃            〃             〃    サイクル機構が中核 

資金負担 
発電事業者が、国家放射 
性廃棄物管理基金に納付 

組合員である発電事業者が
引当金として内部留保し、分
担金を拠出 

発電事業者等が引当金とし
て内部留保し、ANDRA に出
資金を拠出 

未定 
 現在、資金確保の制度化 
に向け検討中。 

地下研究施設 
  ［所在地］ 

         なし   ｸﾞﾘﾑｾﾞﾙ ﾃｽﾄｻｲﾄ(GTS) 
       [ｸﾞﾘﾑｾﾞﾙ] 
   ﾓﾝﾃﾘｰ ﾃｽﾄｻｲﾄ(MTS) 
        [ﾓﾝﾃﾘｰ] 

粘土層の地下研究施設 
  [ｵｰﾄ･ﾏﾙﾇ県、ﾑｰｽﾞ県］ 
花崗岩の地下研究施設 
  ［サイト選定予定］ 

  超深地層研究所 
   [岐阜県瑞浪市] 
  深地層研究所(仮称) 
 [北海道幌延町(申し入れ中)] 

  手  順 1983-1985 ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 
1987 予備調査の対象となる5 地区を選定 
1987-1992 予備調査 
1992 詳細調査の対象となる3 地区を選定 
1993-2000 詳細調査 
1996 詳細調査対象を4 地区に変更 
1999 詳細調査対象の4 地区からｵﾙｷﾙｵ 
   ﾄを処分ｻｲﾄとして国に申請 
2000 施設建設に関するすべての手続きが終 
     了 
2000-2010 ｻｲﾄ特性調査 

1978 NAGRA 放射性廃棄物管理計画 
1985 安全評価書(Gewahr-85) 
1992 NAGRA 放射性廃棄物管理計画改訂 
1994 安全評価書:結晶質岩 
     (Kristallin I) 
2000 堆積岩の評価を含む総合安全評価書 

1983 CEA 放射性廃棄物全体計画 
1988 性能評価書 
     (CEC PAGIS) 
1995 地下研究施設候補地3 ｶ所に絞る 
1996 候補地での地下研究所の許可申請並びに公聴会 
1998 粘土層の地下研究施設ｻｲﾄ決定 
1999 花崗岩の地下研究施設ｻｲﾄ選定開始予定 
     粘土層の地下研究施設建設許可 
2006 総合評価報告書 

1976 放射性廃棄物対策について 
     (原子力委員会) 
1989 研究開発の重点項目とその進め方 
     (原子力委員会) 
1992 第1 次取りまとめ(H3 ﾚﾎﾟｰﾄ) 
1993 国(原子力委員会)による評価 
1994 ｢原子力開発利用長期計画｣改訂 
1999 第2 次取りまとめ 
2000 第2 次取りまとめの国による評価 
     実施主体設立予定 

埋設開始予定 2020 
2020 年(早期ケース) 
2050 年(遅延ケース) 

未定 
2030 年代 
～2040 年代半ば 

 

２８．２８．２８．２８．    高レベル放射性廃棄物処分に係る海外の動向高レベル放射性廃棄物処分に係る海外の動向高レベル放射性廃棄物処分に係る海外の動向高レベル放射性廃棄物処分に係る海外の動向    

科学技術庁原子力局作成               (平成１１年５月末時点) 



 

 

基本的スキーム図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２９．２９．２９．２９．    特定放射性廃棄物の 終処分に関する法律特定放射性廃棄物の 終処分に関する法律特定放射性廃棄物の 終処分に関する法律特定放射性廃棄物の 終処分に関する法律    
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資
金
管
理
主
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資金管理 

・運用 

・ 終処分の実施 

・ 概要調査地区等選定 

・ 施設の建設、改良等 

・ 拠出金の徴収   等 

拠出金の納付 

 

機構は 終処分の

実施義務を負う。 

拠出金の 

外部管理 

 

 

拠出金の取り 

戻し 

（通商産業大臣

の承認が必要） 

通商産業大臣 

○ 基本方針の策定 

・ 終処分の基本的な方向 

・ 関係住民の理解の増進のための施策  等 

○ 終処分計画の策定（５年ごとに、１０年を一期に策定） 

・ 終処分を実施する時期、量 

・ 概要調査地区等の所在地    等 

拠出金額 

の決定 
設立の認可、監督 

不測の事態への対応 

解散の歯止め 

機構の実施計画策定 

通商産業大臣の承認 

指定 

監督 


